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社町｣などが典型例で 1980 年代・1990 年代に指定が多い。「選定基準（二）」は、「武家町」「港
町」などが多く、初期の 1970 年代に主流であり、かつ最近の 2000 年代に復活して急増して
いる。地域的には、主に中国･九州地方が多い。「選定基準（三）」は、「山村集落」「宿場町」
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 伝建地区に選定されている 80 地区のうち西日本は 51 地区あり、全体の 64％を占めている。 
 １）九州・沖縄：九州・沖縄地方は 20 地区あり、全体の 1/4 にあたる。九州の各県はそれぞれ３地区以上
が選定されている。特徴的なものとして、宮崎、鹿児島県では、特性分類「②武家町」が５地区選定されて
いる。 








１）1970 年代に選定されたのは 13 地区である。特性では、「②武家町」と「①商家町」「⑥寺社町」が中
心に選定されているが、これが、初期の伝建地区の代表的な類型であったといえる。選定基準からみると、
（一）が 4 地区、（二）が 5 地区、（三）が 4 地区と均等に選定されている。また、地域的には、京都市、山
口県萩市、長野県、岐阜県、岡山県と青森、秋田、宮崎県でそれぞれ 2 地区ずつ選定されている。 
２）1980 年代に選定されたのは 16 地区である。特性は、8 分類総てに分かれていて特徴が見出せない。選
定基準からみると、（一）が 6 地区、（二）が 2 地区、（三）が 9 地区で、（二）が少なくなり（三）が多くな
っている。 
３）1990 年代に選定されたのは 24 地区である。特性では、「①商家町」が 10 地区、「④山村集落」が 6 地
区となっており、初期に比べると「②武家町」が少なくなり、「④山村集落」が多くなっている。地域的には
西日本で 12 地区が選定されている。選定基準では、（一）が 8 地区、（二）が 4 地区、（三）が 12 地区で、や
はり（三）が多い。関西で 6 地区、九州で 6 地区、北陸で 4 地区が選定されている。 
４）2000 年代はすでに 2006 年までに 27 地区選定されており、数的には多くなっていることがわかる。地
域的には九州地方の 9 地区、石川県の 3 地区が特徴的である。選定基準では、（一）で 6 地区、（二）で 14 地
区、（三）で 5 地区、未選定が 2 地区と、これまでの傾向と逆に、基準（二）が非常に多くなっている。 









たことをうかがわせる。地域的には、主に中国･九州地方で 18地区、全国で 25地区が選定されている。 
３）選定基準（三）は、「④山村集落」がもっとも典型的で 13地区ある。次に「⑤宿場町」が 6地区、「⑦
産業町」が 4 地区である。このタイプは全国で 30 地区と一番多く選定されている。1980 年代・1990 年代に
指定が多い。 
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（５）地域からみた特徴 
全体では 36 道府県で 80 地区が選定されているが、地域ごとの特性をみてみよう。 






４）京都府は市内の門前町など「⑥寺社町」が 1970 年代から 1980 年代にもっとも早く選定された。京都
府北部は 1990 年代から 2000 年代に「④山村集落」が 3 地区選定され、府県単位では京都府の合計 7 地区は
全国で一番多い。 
５）中国路の山口県は 1970 年代の後半に萩地区の「②武家町」が 2件選定されている。鉱山などの「⑦産
業町」もある。 





























































し、2006 年 9 月 6 日に郵送調査した。なお回答期限は 2006 年 10 月 6 日とした。 
 
（２）全国アンケート調査の回答結果 
 68 市町村 80 地区のうち 47 市町村 53 地区から回答が得られた。市町村からの回答率は 69％である。 








「人口の減少している地区」は、41 地区のうち 73％の 30 地区と最も多い。「人口変化のない地区」は京都
市、神戸市、長崎市といった大都市部の 8 地区である。「人口増加している地区」は山口県柳井市と岐阜県高
山市および沖縄県竹富島のわずか 3 地区である。 
 
（２）世帯数変化 
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 「伝建地区」に選定された地区の、空き家に対するアンケート結果を見てみると、53 回答数のうち、「空
き家が増加している」が最も多く約半数の 25 地区、「空き家の変化が見られない」14 地区、「空き家が減少
している」１地区、「回答無し」が 13 地区となっている。 
家屋、空き家数に関する有効な回答があった 35 地区を見てみると、総戸数 6705 戸の約 9％の 633 戸が空
き家となっている。しかしながら、空き家率の上位は、１位 47％（人口が 75％に減少）、2 位 30％（人口デ
ータ無し）、3 位 28％（人口 68％に減少）、4 位 27％（人口 78％に減少）、5 位 24％（人口データ無し）と非
常に高いところがかなりある。 
時間的変化をみると、21/35 地区で空き家率が増加している。空き家率と人口の推移を 10 年前と比較して
みると、41 地区のうち 30 地区（73％）で人口が減少し、25 の地区（61％）で世帯数が減少している。人口、









 53 地区の回答のうち、観光客数増減の設問に回答が有った地区は 25、無回答が 28 地区（不明を含む）で
ある。25 地区の有効回答 23 地区のうち、「観光客が増加している地区」は 16 地区（70％）で、「観光客が減
少している」のは 7 地区である。 
一方「空き家が増加している」のは 25 地区で、「空き家が減少している」のは徳島県三好地区のみである。 
観光客の増加と空き家の増減は、「観光客の増加している」16 地区の内、「空き家が増加している」地区が







 今後のまちづくり対策方針については、「１）純粋に住居として保存する」が 22 地区（複数回答 5 地区を
含む）、「２）利活用（店舗、公共施設、体験宿泊施設、文化施設）できるものは保存し、合わせて観光開発









「保存と合わせて観光開発を進める」方針を採るのは 9 地区あり、そのうち四国、九州地方で 4 地区とな
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地区は 17、変化なしは 2 地区である。「増加した」店舗の内訳は、「飲食店」が 17 地区で一番多くを占めて









 店舗の増加したのは 19 地区で、そのうち観光客が増加した地区は 9 地区、無回答が 9 地区で、変化なしが
1 地区となっている。観光客の増加と店舗の増加の関係をグラフ化すると、観光客の 10 年間の増加率が 120％






年間入り込み観光客数の回答のあった 23 地区の内で、店舗数の回答があった地区が 19 地区である。地域
全体の入り込み観光客数と「伝建地区」の観光客数と総てが一致するものではないが、年間入りこみ観光客
数を比較してみると、都市近郊では近江八幡市の 220 万人、川越市の 460 万人、篠山市の 320 万人などで観
光客数が 200 万人～460 万人が訪れている。 
 観光を主体としたまちづくりをしているところでは、角館が 240 万人、白川が 140 万人、有田市が 200 万






 観光客が年間 100 万人未満訪れる有名伝建地区では、一店舗あたり年間約 2 万人の観光客が訪れている勘
定になる。このような地区であれば、年間に 2 万人以上の観光客を誘致できれば、新たに飲食も含めて一店
舗開業できる可能性がある。 










＜１＞「伝統的な地域団体」については、「自治会」が 43 地区で、「婦人会」が 18 地区で、「老人会」が
22 地区で、「青年団」が 9 地区で、「ＰＴＡ」が 18 地区で、「消防団」が 31 地区で、「防災会」が 10 地区で、
「安全協議会」が 9 地区で組織されている。 
 ＜２＞「新しいまちづくり系ＮＰＯの団体」については、「まちなみ保存会」が 37 地区で、「保存審議会」
が 27 地区で、「整備協議会」が 3 地区で、「町家を考える会」が 3 地区で、「空き家ネットワーク」が 1 地区
で、「イベント推進の会」が 4 地区で、「交流促進の会」が 1 地区で組織されている。その他、組織されてい




結果、回答例では、１）保存整備事務所 2 地区、２）支援センター0 地区、３）交流センター6 地区、４）ま













伝建地区一箇所での組織は、平均約 6 組織である。観光客数推移データの回答があった 23 地区では、平均
9 組織が結成されている。また「行政支援政策施設」は全体で平均 1.3 組織である。一方観光客数推移データ
の回答があった 23 地区では平均 1.5 組織が結成されている。 
「伝建地区」における住民組織等と観光客の推移では、「伝統的地域団体」「新しいまちづくりＮＰＯ」「行
政の支援政策組織」等が 4 から 6 組織化されている地区では、観光客の増減率が 100％～130％程度と大きく


















価する。「伝建地区」選定前後に観光客数の把握が行われているのは、53 地区のうち 18 地区ある。最近 10
年間の観光客数の把握については、23 地区で実施されている。また、まちづくりを行う過程では住民の意向
把握は重要な要素のひとつである。住民アンケートは、53 地区のうち 30 地区で調査が実施されていた。実
施しなかった地区は 20 地区で、無回答が 3 地区である。「伝建地区」選定に伴い新しく担当部署設置した行




 回答を得た 53 地区のうち、住民アンケートを実施したのは、30 地区、実施しなかったのが 20 地区、無回
答が 3 地区である。 
  住民アンケートを実施した 30 地区のうち 25 地区から特徴的な意見の回答が得られた。最も多かったのが
「後継者がいない」18 件であった。その他「駐車場が無い」14 件、「補助の拡充」12 件、「行政によるハー
ド整備」9 件、「改造に関する規制の緩和」6 件、「飲食店が少ない」6 件、「観光客が通過し消費してくれな
い」4 件、「土地を売りたい」4 件、「宿泊施設がない」4 件、「家賃のトラブルがある」2 件、「意見の記載無






















全国 80 地区から回答のあった 53 伝建地区の内、人口世帯数および観光客の増減が把握できた中で、人口
が減少している地区は 4１地区でのうち 30 地区ある。しかも 10 年間で 10％～30％以上人口が減少している
地区が 23 地区に及び、その減少率は、一般の過疎化地域以上の地区もある。 
一方観光を地域産業と捉えまちづくりをおこなっている地域では、「伝建地区」の戸数に占める店舗数の割
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